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余裕深度処分の成立性確認に向けた地質環境調査について 
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余裕深度処分の成立性を確認する際に，地質環境の長期安定性を確認する必要がある．もし，地質環境の長期変動に

よって，施設の直接的な破壊が懸念される場合には，当該位置から施設を避けなければならない．また，直接的な破壊

がない場合でも，地形変化等の地質環境の変化が施設設計や安全評価に与える影響を考慮するために，現状の地質・地

質構造，透水性，水圧等の地質環境を把握した上で，将来の地形変化を考慮し，地下水流動解析により安全評価パラメ

ータを設定するとともに，施設設計の前提条件を明らかにしなければならない． 
ここでは，地質環境調査の考え方と地質環境の長期的な変動を予測する方法を紹介する．また，余裕深度処分施設の

候補地点である青森県六ヶ所村の日本原燃における地質環境の長期安定性等の検討例と地質，地下水および地盤に関す

る現状の地質環境調査結果について紹介する． 
Keywords：余裕深度処分， 地質環境調査， 長期安定性，水理・地化学特性， 岩盤力学特性， 地下水流動解析 

 
For the purpose of the feasibility assessment of the sub-surface disposal for relatively higher LLW, it is necessary to confirm the 

long-term geological stability. If the direct destruction of the disposal facility may be expected to occur on the site due to the 
long-term geological changes, it is not favorable for the facility. Even in the case that there may be no direct damage, it is needed 
that the safety assessment parameters should be set up by groundwater flow analyses and the premises for designing the facility 
should be made clear to understand their influences of geological changes such as future topographic change, based on the current 
geological and environmental information of geological structures, hydraulic conductivities, and pore water pressures etc. 

This paper introduces the basic concept of the site investigation and the predicting method of long-term geological changes. In 
addition, we show an example of the long-term geological stability study using date of JNFL Rokkasho site, a candidate site in 
Aomori Prefecture, as well as the results of geological, hydrogeological and geotechnical investigations. 
Keywords: sub-sur face disposal for  relatively higher LLW, geological and environmental investigation, long-term stability, 
character istic of hydrogeology and geochemistr y, character istic of rock mechanics, numer ical analysis of groundwater flow 
 
 

1 候補地点の概要 

 
余裕深度処分施設の候補地点は，青森県の下北半島南部

の太平洋側に位置し，北側は老部川，南側は二又川および

尾駮沼で境された台地からなる．台地は，標高 30～60ｍ
の海岸段丘面からなり，北西から南東に向かって緩く傾斜

している． 
北側を流れる老部川は，敷地付近では標高 20～5ｍの谷
間を西から東に向かって流れ，太平洋に流入している．二

又川は南西側の標高 5～1ｍの低地を敷地境界に沿って西
から東に向かって流れ，尾駮沼に流入している．尾駮沼は

周囲延長 12.5km，面積 3.6km2，平均水深 1.8ｍ，流域面積
45.5km2の太平洋につながっている汽水性の沼である． 
 

2 地質環境調査の考え方 

 

ここでは，地質環境調査の考え方について述べる．地質

環境調査では，最終的に地下水流速，移行距離，移行時間

といった安全評価のためのパラメータ設定，および施設近

傍の岩盤力学特性，水質といった施設設計の前提条件を導

き出す必要がある． 
具体的には，Fig.1 に示すフローに従い検討を進める．
地質環境の長期変動に関する各事象（火成活動，断層活動，

気候・海水準変動，隆起・侵食）について，既往の文献調

査および必要に応じて地表踏査等の現地調査を実施し，施

設の直接的な破壊が懸念される場合には，当該位置から施

設を避ける必要がある．直接的な破壊がない場合は，長期

変動が施設設計や安全評価に与える影響を考慮するため

に，現状の地質・地質構造，透水性・水圧等を把握した上

で，地形変化予測等を実施し，地下水流動解析により，安

全評価パラメータを設定するとともに，施設設計の前提条

件を明らかにする． 
 
3 地質環境の長期変動について 

 

余裕深度処分の成立性を確認する上で，地質環境の長期

的な安定性を把握することは必要不可欠である． 
Fig.2 に地質環境変動事象が施設に与える具体的な影響
を示す．例えば，マグマの貫入や断層の活動等が生じた場

合には，直接的にバリアが破壊されるため，施設を避ける

Fig.1 Items and study flow of the geological site 
investigations 
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必要がある． 
 また，直接的な施設の破壊がない場合でも，気候変動，
海水準変動，隆起・沈降，侵食・堆積等によって，地下水

流動，地化学環境，施設の地表からの距離，および施設を

通過した地下水の浸出域の環境が変化するため，これらの

変化量を把握した検討が必要である． 
以下に，候補地点における地質環境の各変動事象につい

て，主な知見を述べるとともに，長期安定性等の検討例を

示す． 
 
3.1 火成活動 

火成活動において，地質環境に影響を与える主なものに

は火山活動と熱水影響がある．火成活動を検討する際には，

火成活動の影響範囲を把握し，候補地点が有意な影響を受

けないことを確認することが重要である． 
火山活動について，Fig.3 に候補地点周辺である東北日
本の第四紀火山の分布と火山フロント（火山分布位置の東

縁）の位置を示す．東北日本において，各時代の火山フロ

ントは脊梁山地の東西 20～30kmの範囲内に位置しており
[1]，200万年前以降の火山フロントには顕著な移動は認め
らない[2]ことが分かる．したがって，10 万年程度の将来
において，現在の火山フロントから離れた海溝側の地域で

は，新たな火成活動の発生は考えられない[3]．候補地点
は，火山フロントから東側へ約 30km以上離れていること
から，今後 10万年程度の将来において，火成活動による
直接的な破壊は生じないと考えられる． 
一方，火山活動等の影響を直接的に受けない場合でも，

地温影響を受ける場合がある．第四紀火山から離れていて

も，地温が高く，地下水の粘性低下に伴う地下水流動への

影響が懸念される場合には，地温影響を考慮して透水性を

設定する必要がある． 
 
3.2 断層活動 
 過去の断層活動に関しては，過去数十万年間にわたって

活動した証拠が認められない断層については，今後も活動

する可能性が極めて低いと考えることができる[5]． 
また，断層の伸展，移動に関しては，テクトニクスに関

連する地殻応力場の顕著な変化が想定されない地域にお

いては，活断層が現存していない地域に，新たに断層が発

生するとは考え難い[6]．さらに，中央構造線活断層系や
糸魚川－静岡構造線，あるいは濃尾断層系などの長大な断

層系において，具体的に検討すると，断層の末端（両端）

が成長し続ける例は全く認められない[7]． 
 これらの知見を踏まえながら，候補地点および周辺にお

ける活構造について，文献調査を実施した上で，必要に応 

Fig.2 Influence of the geological changes to the facility 
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Fig.3 Distribution of Quaternary volcanoes and location of volcanic front[4] 




